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Ⅰ.資金調達の分類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業間信用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　短期借入

　　　　　　　　　　　　　外部金融　　　　　　間接金融

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長期借入

資金調達源泉　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社債発行

直接金融
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 株式発行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利益留保

　　　　　　　　　　　　　内部金融（自己金融）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　減価償却

　

· 外部金融とは、企業外部から資金を調達することであり、それはさらに、直接金融、間接金融、企業間信用に分類できる。

· 内部金融とは、自己金融ともよばれ、事業活動によって自ら生み出した資本による調達である。利益留保と減価償却による調達。

· 直接金融とは、株式や社債などの有価証券を発行して資本を調達する方法である。

· 内部金融とは、支払手形や買掛金による取引から生じる資金調達である。

（1） 株式発行

株式は、原則として返済の必要のない安定した資金の調達源泉である。株式の種類には、優先株式、普通株式といったものがある。

　優先株式とは、議決権はないが利益の配当や残余財産の分配において、他の株式に対して優先的地位を与えられているものである。

（2） 社債発行

社債は、返済義務のある資金の調達源泉である。社債には、担保の有無から、担保付社債、無担保社債に分類されるほか、発行の方法から、額面発行、割引発行、割増発行に分類される。

　

（3） 企業間信用

　　　　企業間信用とは、支払手形や買掛金による取引のことをいう。売買代金の決済を行わず、一定期間経過後に行うことによって、買い手からすれば決済資金の節約分だけ資金調達を行ったことになる。

（4） 利益留保

企業の決算の結果により計上された当期未処分利益は、株主総会の承認を得て、配当金・役員賞与金の支払、利益準備金・任意積立金の積み立て、次期への繰越しといったかたちで処分される。このうち、配当金、役員賞与金は社外流出となるが、利益準備金・任意積立金・次期繰越利益金は社内に留保され、これが利益留保による資金調達である。

（5） 減価償却

　　　　　減価償却は、現金支出を伴わない費用の計上であり、減価償却相当額が企業の内部に留保されることになる。

　　

　　　　　資料（1）参照

Ⅱ.間接金融

1. 政府系金融機関

・国民生活金融公庫

　個人事業者や小規模法人等が対象

・中小企業金融公庫

　製造業等については、資本金1億円以下または従業員300人以下の企業

　卸売業については、資本金3千万円以下または従業員100人以下の企業

　　　　　　中堅規模以上の企業が対象

　　　　・商工中金（商工組合中央金庫）

　　　　　商工組合等の組合に入っている中小企業が対象　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等々

　　　　公的融資のメリット・デメリット

　　　メリット

1 民間金融機関と比べ低金利である

2 固定金利であるため資金計画が立てやすい

3 比較的長期の返済である

4 担保や保証人の要件が軽い

デメリット

1 融資の決定までに時間がかかる

2 必要書類が多く手続きが煩雑である

3 緊急の資金手当てには不向きである

　　　Ｅｘ.1

  国民金融公庫の事業ローン　　資料（2）①参照
　　　　借入目的は、運転資金、必要資金は1,000万円　　　　


　　　　　　融資を引出すポイント　　　

運転資金は、借入決定額が少ないため、設備資金と運転資金の併用で借入申込

　　　　運転資金は、3ｹ月分程度の人件費、仕入額等であり、300万円から500万円程度

　　　　設備の見積書を多めに作成してもらう

　　　　必要資金が1000万円であれば、申請は多めに1500万円程度で申込む　　　　

2. 自治体制度融資

　神奈川県中小企業制度融資

　資力の乏しい中小企業への融資の促進を得るため、神奈川県は融資に必要な資金の一部を「呼び水」として金融機関に預託し、神奈川県信用保証協会は中小企業者の信用保証を行い、金融機関は神奈川県の定める条件で中小企業者に融資するものである。

　　　

　　Ｅｘ.2

  創業支援融資　　資料（2）②、③参照
　　　　借入目的は、運転資金1,000万円、設備資金は1,000万円　　　　


　　　　　　融資を引出すポイント　　　

運転資金は、借入額が少ないため、設備資金と運転資金の併用で借入申込

　　　　運転資金は、3月分程度の人件費、仕入額等であり、300万円から500万円程度

　　　　設備の見積書を多めに作成してもらう

　　　　　創業支援融資事業計画書はすべてプラス的な要素を組み入れる。

　　　　収支計画は、税引き後利益がプラスになるように。

借入金返済計画表は、キャッシュフローが潤沢になるように記載する。

　できれば、売上の根拠となる発注見積書等があればベター。

Ｅｘ.3

  雇用創出支援資金　　　資料（2）③参照

　　　　借入目的は、運転資金1,000万円　　　　


融資を引出すポイント

決算書は、絶対にプラスにしておく。

優遇利率が適用されているため、銀行側の利益を確保できないため融資については後ろ向き。

　融資実行されず。

　　　　

　 Ｅｘ..4　千代田区利子補給制度　　資料（2）④参照

　区内中小企業の振興を図るため、中小企業者の事業経営の安定向上を目的とした融資あっせん制度を設けている。

　区及び（財）ちよだ中小企業センターが定める条件の範囲内で中小企業者の方々に融資する。（財）ちよだ中小企業センターが利子の一部を負担するため、低利の融資を受けることができる。

　　借入目的は、設備資金。必要資金1,000万円

　利子補給制度の利用を行う。


　　　　　　

　　　　融資を引出すポイント

　（財）ちよだ中小企業センターにて斡旋書の交付を受ける。

　斡旋書さえあればほぼ融資の実行はOK。

　お役所であるため、丁重に。

　　指定金融機関へ。

3. 商工会議所「マル経融資」　　資料（2）⑤参照
小規模事業者や新規開業予定者で運転資金や設備資金の融資が必要だが、十分な担保や適切な保証人がいない場合の無担保、無保証人制度。

　借入目的は運転資金550万円


　

　　　　　　　　融資を引出すポイント

　　商工会議所の面接あり。

　　経営指導を6ヶ月程度受ける必要があるため、試算表等を提出のうえ、経営状態等をそのつど説明していく。

　　推薦書さえあればほぼ融資の実行はOK。

　

4. 民間金融機関融資

1 借入金利

　借入金の金利は、企業規模・取引内容・企業の業績・市場金利・借入期間の長短・借入の形態等によってさまざまな要因によって決定される。

　金利交渉・・・・・銀行の言いなりになりがちであるが、必ず交渉の余地あり

　

	借入の種類
	銀行の通常金利幅及び基準
	交渉の目安

	割引手形
	短プラ＋0.125％～1.25％
	短プラ＋0.25％

	当座借越
	短プラ＋0.125％～0.75％
	短プラ＋0.50％

	短期資金
	短プラ＋0.125％～1.25％
	短プラ＋0.25％～0.50％で交渉

	長期資金　1～3年
	短プラ＋0.3％
	短プラ＋0.30％～0.50％で交渉

	長期資金　3～5年
	短プラ＋0.5％
	短プラ＋0.50％～0.75％で交渉

	長期資金　5～7年
	短プラ＋0.75％
	短プラ＋0.75％～1.00％で交渉

	長期資金　7年超
	短プラ＋1.0％
	短プラ＋1.00％前後で交渉


　＊　プライムレートとは、銀行がもっとも信用度の高い優良企業に対しての貸出金利をいう。短期プライムレートは、1年未満の貸出金利。

　　

　あくまで上記表は目安であるが、赤字会社でない限り、交渉すべきである。

2 資金繰り難における借入返済交渉

　　企業側の資金繰り難に伴う元金返済据え置きまたは借入期間の延長の交渉


　　　　　　　　　　　

企業側にとって、重大なリスク

交渉の余地はあるが、今後の借入はほぼ不可能であることを自覚した上で行う　

5. リース会社

リースとは、企業に必要なコンピューターや車両等の設備をリース会社より長期間に渡って賃貸すること。高価な設備でも、月額のリース料の支払として分割できれば、導入することが可能である。

リース取引のメリット

1 設備調達の簡易化・迅速化

リースであれば、通常担保も必要なく迅速に設備の導入ができる。

2 事務負担の軽減

減価償却費の計算、固定資産税の納付、利息の算定等事務負担が軽減できる。

3 金利に左右されない

　　　リース期間中のリース料は固定のため、借入金を変動金利で借りたときのリスクを回避できる。低金利の時期にリースをすると効果大。

リース取引のデメリット

1 借入に比べて割高である。

リースでは、借入による購入と比べて固定資産税、保険料、手数料等が別途かかるため一般的には割高となる。

2 物件の所有権を取得できない

　　　リース期間満了時に物件は所有者であるリース会社に返還される。再リース料を支払い再リース可能。中途解約は原則として認められず、中途解約する場合には、ほぼ全額に相当する解約金を支払う必要がある。

3 特別償却の恩恵が受けられない

　　　リース物件のユーザーは、物件の所有者ではないため、所有者に認められている特別償却の税務上のメリットが受けられない。

Ｅｘ.5　　　　資料（3）参照

クリニックの創業関連融資

　　　　医業については、開業時の資金調達につき優遇措置多数あり。　　　　
1 利子補給制度（地域により制度あり）・・・・・　利息の一部を市区町村が負担
2 小規模企業者等設備資金貸付制度（中小企業センター）・・・・・　設備資金の2分の1を無利息にて貸付
3 社会福祉・医療事業団・・・・・医療施設の建築費・内装費用を低利率（平成15年6月現在0.5％程度）にて貸付　　
4 保険医協会のドクターローン・・・・・三井住友銀行・横浜銀行との提携による医師優遇利率の適用
5 医師信用組合・・・・・医師のための信用組合（元金均等返済）
Ⅲ直接金融

　直接金融の三手法

	1.デッドファイナンス方式（負債として資金を生み出そうとする手法）

	　　　

私
	少人数私募債

私募社債

関係者借入金

個人債券（民法上の賃貸借契約）　など

	　　公
	公募社債　

会員制預託金システム

投融資事業組合（ファンド形式）　など


	2.エクイティファイナンス方式（資本として資金を調達する手法）

	私
	私募増資

投資事業組合

第三者割当増資

従業員持ち株会　　　　など

	公
	公募増資（新株発行）　

投融資事業組合（ファンド形式）

ベンチャーキャピタル（公的＆民間）

グリーンシート市場

ワラント債

転換社債　　　　　　　など


	3.アセットファイナンス方式（資産から資金を生み出そうとする手法）

	私
	社内経営資源の見直し

小規模資産のＳＰＣ化

関係会社間のリースバック　　　など

	公
	パッケージリース

売掛債権の証券化

差入保証金の証券化

本社・店舗ﾋﾞﾙの証券化　　など


私：当該企業の身近な個人や法人（狭い範囲の利害関係者）

公：一般（広い範囲の利害関係者を含む）

グリーンシート市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料（4）参照　　　　　　　　　　　　　　　　　

グリーンシート市場とは・・・・・・　グリーンシート市場は、日本証券業協会が1997年に開設した未上場企業向け証券市場です。

　上場準備企業のエマージング銘柄、上場廃止企業向けのフェニックス銘柄、その他の企業としての地方の中堅企業が多いリージョナル銘柄に区分されている。

　

　　　有望な中小企業の新たな資金調達の場

　　　　成長性が認められれば、売上が一億円に満たない会社でも登録可能

　　　　公募増資の方法で株式を発行して投資家から資金調達することが可能

　＊　株式市場

　日本の株式市場は、証券取引法上の市場として東京証券取引所などの「証券取引所」と日本証券業協会が開設する「店頭（JASDAQ）市場」がある。また、これらの市場に上場していない企業を対象とした未上場企業向けの証券市場として、日本証券業協会ではグリーンシート市場を開設している。

　証券取引法上の有価証券市場

· 東京証券取引所（一部・二部・マザーズ）

· 大阪証券取引所（一部・二部・新市場部・ヘラクレス［旧ナスダックJ］）

· 名古屋証券取引所（一部・二部・セントレックス）

· 札幌証券取引所（一般市場・アンビシャス）

· 福岡証券取引所（一般市場・Qボード）

· 店頭（JASDAQ）市場

日本証券業協会の規制上の市場

· グリーンシート市場

　　株式公開のステップ


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東証二部　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ジャスダック（1号基準）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マザーズ、ヘラクレス　

　　　　　　　　　　　　　　　　　ジャスダック（2号基準）

　　　　　　　　　　　　　　　　　セントレックス、アンビシャス

　　　　　　　　グリーンシート　　　　　　　　　　Qボード

　　　　　　　　エマージング銘柄

　未公開企業


時価総額の規模　　3億円～10億円　　10億円～30億円　　　30億円～200億円　100億円

公募・売出金額の規模　3千万円～2億円　　　2億円～3億円　　　　　　5億円～50億円　

年間の上場企業数　　　　30社　　　　　　　2社　　　　　　　　200社　

（年間の潜在的上場企業数）　（3000～1万社）　　　（1000～3000社）　　　　　（100社～200社）

1. グリーンシート市場の資金調達

· 公募・売り出しが可能

　　　融資とは異なり、担保・保証が不要、返済も不要

　　　創業者利潤の実現が可能

· 規模は3000万円～3億円程度

　　　1億円を超える場合は、有価証券報告書の作成と2年間の監査証明が必要

· 株式発行により「株主」が仲間入りする

　　　割当先の8割程度は現在のサポーター

　　　長期保有を前提に株主になっていただく

· ストックオプションも可能

株価がつくため、ストックオプション（新株予約権）の活用ができる

2. グリーンシート株式公開のメリット・デメリット

メリット

· エクイティファイナンスによる元本返済不要の資金調達

· 拡大縁故増資により企業を応援する身近な安定株主が増加

· 小さな企業でも成長性があればローコストで株式公開が可能

· 株式公開による知名度と社会的信用のアップで取引拡大や人材確保に有効

· 銀行の格付アップで融資拡大による資金調達が可能

· 株式保有、持株会制度、ストックオプション付与等により役員社員の志気向上

· 透明性高い経営体制と厳格な組織風土の構築

· 証券取引所やＪＡＳＤＡＱへの上場の実践的な練習となり、スムーズな上場が可能

デメリット

· 株式公開コスト、ディスクロージャーコストの負担

· 株主に対する経営者責任（善菅注意義務、情報開示の責任等）が増加

· 株主総会の運営などの株主増加に伴うコスト負担

3. 登録までの概算コスト

　　・ショートレビュー・申請書作成費用　　　　　90万円

　　　　　公開できる程度の財政状況か、経営成績かを確認する

　　・開示資料作成　　　　　　　　　　　　　　250万円

　　　　　事業計画・開示資料を作成する

· 登録審査

　　　　証券会社による登録のための審査

　　　　募集条件の決定

・　印刷・募集費　　　　　　　　　　　　70～100万円　

・監査　　　　　　　　　　　　　 　　　100～300万円　　　
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